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Inhibiting Factor of Organizational Transformation
- through the study on incomplete function between organizations, 




























学習、組織間関係、組織文化の 4 要素間から 8 つの要因を導き出した（槇谷 ,2016c）。
競争優位の組織能力の形成と組織学習の形態との関係から、第 1 に、計画的側面は「事業
撤退の意思決定」であり、第 2 に、創発的側面は「グローバル戦略の展開」である。組織変革
は組織間関係と組織学習の関係から、第 3 に、計画的側面は「提携戦略と M&A の展開」であり、
第 4 に、創発的側面は「理念経営の体制整備と全社プロジェクト活動」である。組織間関係の
変化によって創造性と有効性を高める組織文化の形成から、第 5 に、計画的側面は「システム・
制度の再設計」であり、第 6 に創発的側面は、「戦略的 CSR とダイバーシティ・マネジメント」
である。組織文化の変革によるダイナミック・ケイパビリティの形成から、第 7 に、計画的側
面は「コーポレートガバナンス」であり、第 8 に、創発的側面は「イノベーションによる多角
化」である。そして組織変革は、これらの 4 要素と 8 つの促進要因を、戦略と組織を同期化さ
せて共進化させることであった。
次の第 2 節では、組織変革の阻害に関わる先行研究を整理する。第 3 節では、実証的解明
に向けた研究方法について述べる。第 4 節では、3 社組織変革の実証分析の結果から、促進要
因の反転事象として 7 つの阻害要因を推察的に提示する。第 5 節では、戦略と組織の共進化す



















































出所：Nadler and Shaw（1995, 邦訳 p.12）
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る。これら第 3 と第 4 は、創発的な側面を予測した組織変革である。







































て 1973 年には初の女性課長を誕生させている。2008 年に「ダイバーシティ開発部」を設立し、
2012 年にグローバルダイバーシティプロジェクトも発足させた。
シャープは、CSR 活動を制度化し体系的に取り組み、2001 年に「環境道場」を実施し、














































































内分社）を 9 つに集約した。2013 年にブランドロゴの「Panasonic」に一本化し、新しい企業
スローガンを「A Better Life A Better World」にした。
ソニーは、2003 年から「ソニー MVP 認定制度」を実施し、社員一人一人がチャレンジン
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グな課題に積極的に取り組む活動につながってきた。2006 年から、将来のソニーの重要技術
領域における牽引役として「ディスティングイッシュド・エンジニア：DE」を任命した。そ
の後も、「ソニーの技術水準向上」「技術的観点からの One Sony 実現」「技術の伝承 / 後進の
育成」という「3 つの価値観」を基軸とし、組織横断的に同技術領域の技術者が集う自由な議
論が行える「コミュニティ活動（DE コミュニティ）を継続的に実施している。2012 年、平井



































間関係の規模として大きなものとして、企業外部の組織間関係から、第 1 に企業間の M&A と、
第 2 に同一グループ企業間関係がある。一方、企業内部の組織間関係から、第 3 に企業内の部
門間関係と、第 4 に企業とステークホルダーとの間の関係がある。
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行 し た。 そ し て 変 革 型 リ ー ダ ー シ ッ プ の 議 論 へ と 発 展 し た（Burns,1978;Tichy,1983; 
Bass,1985,1990,1998;Conguer and Kanungo,1988; 金井 ,1991;Kotter,1999）。リーダーシップは、
主にリーダーを対象として研究されてきたが、リーダーシップの有効性を中心にした研究では、
フォロワーシップの立場から、リーダーの影響力を考察する研究も見られるようになった（日
野 ,2010; 小野 ,2014）。
組織変革プロセスとリーダーシップの関係から、Kerber and Buono（2005）は、トップだ
けでなく、様々な組織メンバーが自律的かつ主体的に組織変革のプロセスに携わることの重要


























化を試みた研究は、Drucker（1973;1974）8 と Mintzberg（1973;2009）9 である。
グローバルな経営幹部のリーダーシップの開発について、Gosling and Mintzberg（2003）
は次の 5 つのマインドセット（経営幹部としての心構え、考え方の基盤）を提示している。第
1 に、内省的マインドセット－自己を管理する（managing self）、第 2 に、分析的マインドセッ
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ト－組織を管理する（managing organization）、第 3 に、アクション（触媒的）マインドセッ
ト－変化を管理する（managing change）、第 4 に、共創的（コラボレーティブ）マインドセッ





























































































































6 3 社の有価証券報告書から2013 年の海外売上高を比較すると、パナソニックは、アジア（中国以外）25％、中国
26％、欧州 19％、米国 30％となっている。ソニーは、欧州 32％、米国 23％であり、アジア・太平洋 18％、その他
18％、中国は 9％である。シャー プは、中国 52％、その他 28％、米国 20％となっており、中国の比率が高いことが分かる。
7 クロスファンクショナル組織への着目は、2000 年、日産自動車の経営再建のために、フランスの自動車会社ルノー からカ
ルロス・ゴ ンーが CEOとして着任し、日産リバイバルプランを発表した時からである。
8 Drucker（1973;1974）は主にトップ・マネジメントの役割について言及し、「組織の成果に責任を持つ者」（Druck
er,1973;1974.[ 中 ] 邦訳 p.18）であると定義している。具体的には5 つの仕事からなる。第 1は目標を設定することである。
第 2 は組織することである。第 3 はチームをつくることである。第 4 は評価することである。第 5 は自らも含めて人材を
育成することである（Drucker,1973;1974. [ 中 ] 邦訳 p.27）。また、ミドルマネジメントについては、マネジメントは一定の
4 つのスキルを要する。「第 1 は意思決定のスキルである。第 2 はコミュニケーションのスキルである。第 3 は管理のスキ
ルである。第 4は分析のスキル、すなわちマネジメント・サイエンスのスキルである」（Drucker,1973;1974. [中 ] 邦訳 p.112）。
9 Mintzberg（2009）によれば、マネジメントは、「情報の次元」「人間の次元」「行動の次元」の 3 つから構成され、マネジャー
は、この 3 つのバランスを保つ必要があると指摘している（Mintzberg,H. 2009, 邦訳 p.139）。
10 Selznick（1957）が重視したリー ダーシップとは、制度の設定、制度による目的の体現、制度の一貫性（統合性）の防衛、
内部葛藤（対立）の整理（秩序づけ）である。
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